
（平成２４年９月１２日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認広島地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 5 件



                    

  

広島国民年金 事案 1410 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年 10 月から 57 年３月までの期間及び

58 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 20年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 56年 10月から 57年３月まで 

         ② 昭和 58年１月から平成元年３月まで 

社会保険事務所（当時）に年金相談に行った際、申立期間①及び②は申

請免除の記録となっていると言われたが、申立期間当時、自宅へ集金に来

ていたＡ金融機関Ｂ支所の職員に納付書とともに保険料を渡し、夫婦二人

分の国民年金保険料を納付してもらっていた。当該期間も納付していると

思うので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその夫に係る国民年金被保険者台帳並びにＣ市の申立人及びそ

の夫に係る国民年金被保険者名簿では、申立期間①及び②は、いずれも申請

免除期間とされているが、オンライン記録では、申立人の夫のみ、申立期間

①に係る期間及び申立期間②のうち昭和 58 年１月から同年３月までの期間が

納付済みとされており、このことについて、Ｄ年金事務所では、「オンライ

ン記録上、申立人の夫が追納した時期は確認できないが、国民年金被保険者

台帳からオンライン記録への切換え後に追納されたものと考えられる。」と

している。 

また、申立人は、申立期間当時、夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納

付していたと主張しているところ、申立人及びその夫について、申立期間①

及び②前後の期間における保険料の納付状況を見ると、昭和 57 年８月から同

年 12月までの保険料を、申立人及びその夫とも 58年 12月に過年度納付して

いるとともに、その後の保険料の納付日が確認できる期間についても、申立

人及びその夫は、おおむね同一日に保険料を納付していることが確認できる

、



                    

  

ことから、申立期間①及び②のうち、申立人の夫が納付済みとされている期

間については、申立人もその夫と一緒に保険料を追納したものと考えられる

一方、申立期間②のうち、昭和 58 年４月から平成元年３月までについては

申立人及びその夫に係る国民年金被保険者台帳並びにＣ市の申立人及びその

夫に係る国民年金被保険者名簿では、いずれも申請免除期間と記録されてお

り、これらはオンライン記録と一致しているほか、当該期間の保険料を納付

したことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 56 年 10 月から 57 年３月までの期間及び 58 年１月から同年３月までの

期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

。 

、



広島厚生年金 事案 2699 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る

記録を昭和 39年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和３年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 39年９月１日から同年 11月１日まで 

私は、昭和 23年９月から 62年９月まで、Ａ社に勤務していたが、同社Ｃ

工場から同社Ｂ工場へ転勤した頃の39年９月１日から同年11月１日までの

厚生年金保険の加入記録が無いので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録等から判断すると、申立人は、Ａ社に

継続して勤務し（昭和 39年９月１日にＡ社Ｃ工場から同社Ｂ工場に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭

和 39年 11月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は納付したか否かについて不明としているが、事業主が保存してい

る、申立人の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び

標準報酬決定通知書における資格取得日が昭和39年11月１日となっているこ

とから、事業主が同日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年９月及び同年 10 月の保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



広島厚生年金 事案 2700 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 42年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 8,000円とする

ことが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 22年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 42年５月 31日から同年６月１日まで 

私は、昭和 42 年１月にＡ社に入社し、退職するまでＢ支店に継続して勤

務していたにもかかわらず、同社に係る厚生年金保険の被保険者期間に空白

が生じているので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及びＡ社の回答などから判断すると、申立人が同社に継続し

て勤務していたことが認められる。さらに、同社は、当委員会への回答におい

て、申立期間については、同社の事務処理ミスであった可能性があるとしてい

ることから、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 42

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 8,000円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が資格喪失日を昭和 42 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事

務所がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業

主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は



保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



広島厚生年金 事案 2704 

 

第１ 委員会の結論 

総務大臣から平成23年９月27日付けで行われた申立人の年金記録の訂正は

必要でないとする通知については、同日後に新たな事実が判明したことから、

申立期間①については、当該通知によらず、申立人のＡ社における資格取得日

に係る記録を５年５月 25日に訂正し、申立期間①の標準報酬月額を 34万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 30年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 平成５年５月 25日から同年 10月１日まで 

         ② 平成７年１月 31日から同年９月１日まで 

私は、昭和 61 年にＢ社に入社し、平成５年５月、同社が有限会社から株

式会社に変わったが、勤務形態等に変更は無く、７年８月まで継続して勤務

していた。しかし、申立期間①及び②について厚生年金保険の加入記録が無

く、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間①における厚生年金保険被保険者資格に係る記録につい

ては、Ａ社の商業登記簿謄本及び同僚の供述から、申立人が、同社に勤務して

いたことが推認できるものの、オンライン記録によると、Ｂ社及びＡ社は、申

立期間①において、厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認できること

申立期間①において厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが確

認できる資料が見当たらないこと等から、既に、当委員会の決定に基づき平成

23年９月 27日付けで総務大臣から年金記録の訂正は必要でないとする通知が

行われている。 

しかしながら、当該通知の後、同一事業所に係る別の申立てにおいて、同僚

からＡ社が発行した平成５年分給与所得の源泉徴収票が提出され、この源泉徴

収票により、申立期間①当時、当該同僚は、申立期間①直前の標準報酬月額に

、



見合う保険料額が給与から控除されていたと推認できることから、当該同僚と

同様に申立人の給与からも厚生年金保険料が控除されていたと認められる。 

また、オンライン記録によると、Ｂ社は、平成５年５月 25 日に厚生年金保

険の適用事業所でなくなり（商業登記簿謄本によると、５年５月 24日に解散）、

Ａ社は、同年 10 月１日に厚生年金保険の適用事業所となっていることから、

申立期間①は両事業所とも適用事業所ではないものの、商業登記簿謄本によれ

ば、Ａ社は昭和 59年６月 22日に設立され、平成５年５月 24日にＣ社からＡ

社に商号変更の登記がされていることが確認できること、及び同社の新規適用

日である同年 10月１日に被保険者資格を取得している 19人（申立人を含む。）

全員がＢ社の全喪日である同年５月 25 日に同社の被保険者資格を喪失してい

ることが確認できることから、Ａ社は、申立期間①において被保険者となり得

る従業員を雇用しており、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を

満たしていたものと判断される。 

さらに、申立人は、申立期間①当時、Ａ社の取締役であったが、申立人は、

「私は、Ｄ業務に従事し、社会保険事務等には関与していなかった。」として

おり、当時の経理担当取締役も、「申立人は、社会保険の業務には携わってお

らず、社会保険の業務は事業主が直接、事務員に指示して行っていた。」と供

述していることから、申立人は、申立期間①において、同社の社会保険事務に

関与していなかったものと認められる。 

これらを総合的に判断した結果、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期

間については、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を平成５年５月

25日に訂正することが必要である。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＢ社における平成５

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、34 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間①においてＡ社が適用事業所の要件を満たしていながら、社会

保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、申立期間

①に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間②については、新たな事実が判明した等の事情変更は無く、

このほかに保険料控除を確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



広島国民年金 事案 1411 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年１月から同年 11 月までの期間、46 年２月及び同年３月

の国民年金保険料については、還付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 大正 14年生 

住    所 ：  

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 43年１月から同年 11月まで 

           ② 昭和 46年２月及び同年３月 

厚生年金保険に加入していた申立期間について、国民年金保険料を納付し

ていた。年金事務所の記録では、昭和 57年に当該保険料を還付されたこと

になっているが、私は連絡を受けたことも還付金を受け取った記憶も無いの

で、保険料を還付してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する「納付書・領収証書」から、申立人が主張するとおり、申

立期間①及び②については国民年金保険料が納付されていることが確認でき

るものの、当該期間は厚生年金保険加入期間であり、制度上、当該期間を国民

年金保険料納付済期間とすることはできず、還付処理がなされた昭和 57 年に

は、当該保険料を充てることができる未納期間も無いことから、申立期間①及

び②の国民年金保険料が還付されていることについて不自然さはみられない。 

 また、申立人に係る国民年金被保険者台帳には、申立期間①及び②に係る国

民年金保険料が昭和57年７月から同年10月にかけて還付処理されたことが還

付金額や還付決定日とともに明確に記載されている上、Ａ町の申立人に係る国

民年金被保険者名簿にも、申立期間①及び②に係る保険料が同時期に還付処理

されたことが記載されており、これらの記載に不合理な点は無い。 

 このほか、申立人から聴取しても、国民年金保険料が還付されていないこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

広島厚生年金 事案 2701  
 
第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

    
第２ 申立の要旨等 
  １ 申立人の氏名等 
    氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日  ： 昭和 36年生 

  住    所 ：  

  

  

  

 
  ２ 申立内容の要旨 
    申 立 期 間  ： ① 平成 15年８月 

         ② 平成 15年 12月 

         ③ 平成 16年８月 

         ④ 平成 16年 12月 

⑤ 平成 17年８月 

    

    

    

 

私は、平成 15年１月から 17年 10月までＡ社に勤務していたが、この度、

年金事務所から私の申立期間に係る賞与の記録が欠落している可能性があ

るとの手紙が届いた。私は、申立期間の賞与明細書は所持していないが、

賞与をもらっていたので、記録を訂正してほしい。 

  
第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る賞与明細書を所持していない上、Ａ社も申立人

の申立期間に係る賃金台帳等の資料を保管していないため、申立人の申立期

間に係る賞与の支給及び厚生年金保険料の控除について確認することができ

ない。 

なお、申立人は、Ａ社に勤務していた当時の給与明細書の一部及び平成 15

年分から 17 年分までの給与所得の源泉徴収票を提出しているが、給与明細書

の年間における合計額（一部、推計を含む。）と源泉徴収票に記載されてい

る年間支給額とを比較するなどの方法により検証しても、申立期間における

賞与及び厚生年金保険料の控除について推認することができない。 

また、元同僚からは、「賞与が支給され、保険料が控除されていた。」、

「（賞与ではなく）寸志としての少額支給であった。」、「賞与は支給され

ていなかった。」等の供述があり、Ａ社においては、賞与の支給及び保険料

控除について、従業員全員に一律の取扱いを行っていなかった状況がうかが



                    

  

われる上、申立人の申立期間に係る賞与の支給について、事業主は、「勤務

していた期間が短かったので賞与を支給していなかったと思うし、仮に支給

したとしても寸志である。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料が事業主により賞与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



                    

  

広島厚生年金 事案 2702 
 
第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

    
第２ 申立の要旨等 
  １ 申立人の氏名等 
    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 37年生 

住    所 ：  

    

    

    

 
  ２ 申立内容の要旨 
    申 立 期 間  ： ① 平成 15年８月 

         ② 平成 15年 12月 

         ③ 平成 16年８月 

         ④ 平成 16年 12月 

⑤ 平成 17年８月 

    

    

    

 

私は、平成 15 年５月から 17 年８月までＡ社に勤務していたが、その間、

夏と年末に４万円から６万円程度の賞与が支給されていたのに、国の年金

記録に反映されていないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

  
第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る賞与明細書を所持していない上、Ａ社も申立人

の申立期間に係る賃金台帳等の資料を保管していないため、申立人の申立期

間に係る賞与の支給及び厚生年金保険料の控除について確認することができ

ない。 

また、元同僚からは、「賞与が支給され、保険料が控除されていた。」、

「（賞与ではなく）寸志としての少額支給であった。」、「賞与は支給され

ていなかった。」等の供述があり、Ａ社においては、賞与の支給及び保険料

控除について、従業員全員に一律の取扱いを行っていなかった状況がうかが

われる上、申立人の申立期間に係る賞与の支給について、事業主は、「勤務

していた期間が短かったので、賞与を支給していなかったと思うし、仮に支

給したとしても寸志である。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料が事業主により賞与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

 



                    

  

申立人が申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                    

  

広島厚生年金 事案 2703 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

  

  

  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立  期 間 ： 平成 21年 10月 31日から同年 11月１日まで 

私は、Ａ社でＢ職として勤務していたが、平成 21年 10月 30 日朝から翌  

日朝までの勤務予定であったところ、同年 10 月 30 日深夜に勤務を終え事

務所に帰社した後、勤務できなくなり、そのまま解雇された。 

平成 21年 10月 31日までの在籍であるが、Ａ社が同年 10月 31日を厚生

年金保険被保険者資格喪失日として届け出たため、申立期間の厚生年金保

険被保険者記録が無いので、調査の上、記録を訂正してほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 21年 10月 31日の日計表及び申立人の供述から、

申立人が申立期間に勤務していなかったことが確認できるものの、申立人は

同年 10 月 31 日までの在籍を主張し、申立期間を厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい旨申し立てている。 

しかしながら、Ａ社は、最後に勤務した平成 21年 10月 30日を退職日とし

て事務処理を行った旨回答している上、同社における給与からの厚生年金保

険料控除の方式は翌月控除であるとしているところ、同社から提出された同

年 10 月及び同年 11 月の賃金台帳によれば、同年 10 月 28 日支給の申立人の

給与には厚生年金保険料額の記載があるが、同年 11 月 28 日支給の申立人の

給与には厚生年金保険料額の記載は無いことから、申立人の同年 10 月の厚生

年金保険料は控除されていないことが確認できる。 

また、Ａ社から提出された申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資

格喪失届には、申立人の被保険者資格喪失日は平成 21年 10月 31 日と記載さ

れている上、申立人の雇用保険被保険者期間は 16年２月１日から 21年 10月

30日までとなっており、オンライン記録と一致している。 

、



                    

  

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

。 



                    

  

広島厚生年金 事案 2705（事案 67、285、1663、2291の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 24年 11月 18日から 26年７月 31日まで 

         ② 昭和 28年２月１日から 30年７月 31日まで 

    私は、昭和 20 年頃から 28 年１月まで、Ａ社に継続して勤務していたに

もかかわらず、申立期間①の厚生年金保険の記録が無い。当時、作業中に

負傷したことから、４か月程度入院した後、事業主の妻や同僚に付き添わ

れて通院していたため、本来の作業はできなかったが、仕事をしながら事

業所内で生活し、治療代や生活費は事業主からもらっていたことを記憶し

ており、当該期間の厚生年金保険の加入記録が無いことに納得できない。

今回、負傷による障害年金（障害手当金）に係る裁定請求等に係る一連の

資料を提出するので再度調査してほしい。 

 また、私は、昭和 28 年２月１日から 30 年７月 31 日までＢ社で働き、関

連事業所であるＣ社から給与が出ていたので、厚生年金保険料も控除され

ていたはずである。同僚は、Ｃ社において厚生年金保険の加入記録がある

のに、自分の記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、ⅰ）申立人の説明によれば、申立人は、申立期

間①直前に申立事業所において作業中に負傷したため、入院し、その後通

院していたことから、本来の作業はできなかったとしており、雇用条件も

異なっていたことが推認されること、ⅱ）申立人が申立期間①に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる資料

（給与明細書等）は無いこと、ⅲ）申立事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿では健康保険番号に欠番は無く、申立期間①において申立人の

名前も無い上、申立事業所は既に適用事業所ではなくなっており、事業主



                    

 

及び申立人が記憶する同僚も既に死亡又は所在不明であること、ⅳ）申立

人が一緒に勤務したと記憶する同僚についても、厚生年金保険の加入記録

がある者と無い者が見受けられることから、申立事業所は全ての従業員を

厚生年金保険に加入させる取扱いを行っていなかった可能性がうかがわれ

ることなどから、既に当委員会の決定に基づき、平成 20 年５月７日付け、

同年 10 月 17 日付け、22 年 11 月 11 日付け及び 23 年 11 月４日付けで年金

記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、新たに、申立事業所における負傷による障害年

金（障害手当金）に係る裁定請求、審査請求及び再審査請求に係る一連の

資料を提出しているが、当該資料からは、申立期間①当時、厚生年金保険

料を事業主から控除されていたことを推認することはできず、当該資料の

みでは、委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情とは認めること

ができない。 

２  申立期間②については、申立人は、当初、申立事業所をＢ社として、申

立てを行ったが、ⅰ）Ｂ社での申立人の同僚二人の厚生年金保険の記録に

ついて調査したところ、社会保険庁（当時）の記録から、申立期間②にお

いてＢ社は厚生年金保険の適用事業所とはなっておらず、当該同僚二人が

厚生年金保険の被保険者である記録は見当たらないこと、ⅱ）Ｃ社での当

該同僚二人の記録を氏名検索したところ、昭和 27 年 11 月１日から厚生年

金保険の被保険者となっており、申立人の「同僚二人はＢ社で厚生年金保

険の被保険者であった。」という主張と矛盾していること、ⅲ）Ｂ社と名

前が類似する事業所（２社）の健康保険厚生年金保険被保険者名簿にも、

申立人及び当該同僚二人の名前は無いこと、ⅳ）申立人が申立期間②に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認でき

る資料（給与明細書等）は無いことから、既に当委員会の決定に基づき、

平成 20 年５月７日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われ

ている。 

２回目の申立てにおいて、申立人は、Ｃ社の給与明細書を添えて同社を

申立事業所とする申立てを行ったが、ⅰ）Ｃ社の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿には、健康保険番号に欠番は無く、申立人の厚生年金保険の資

格取得日が昭和 30 年８月１日となっており、申立期間②に係る加入記録は

無い上、38 年５月 26 日に整理された名簿においても申立人の健康保険及

び厚生年金保険の番号は変更されていないことから、申立期間②において

別の番号が払い出されていたとは考え難いこと、ⅱ）申立人は、申立事業

所名義の２月から 12 月までの給与明細書（何年の給与明細書かは不明）を

提示しているが、そのうち２月から８月までの給与明細書の健康保険料欄

には保険料控除額の記載が無い上、当該欄に保険料控除額の記載のある９

月から 12 月までの給与明細書について、保険料控除額を健康保険料及び厚

 



                    

  

生年金保険料の合計額と仮定してそれぞれの保険料を算出したところ、厚

生年金保険の被保険者期間となっている 30 年８月の標準報酬月額から算出

した金額と一致することから、当該給与明細書は申立期間②の後の時期の

明細書であると考えるのが自然であることなどから、既に当委員会の決定

に基づき、平成 20年 10月 17日付けで年金記録の訂正は必要でないとする

通知が行われている。 

３回目の申立てにおいて、申立人は、Ｃ社の分工場であるＢ社（事業主

は、Ｄ氏）で、住み込みでＥ氏と一緒に働いていたと主張するところ、ⅰ)

Ｅ氏は、「私と申立人は、Ｂ社で一緒に勤務したが、私の記憶では、Ｂ社

で勤務した期間は厚生年金保険に加入していなかった。厚生年金保険に加

入したのは、別の場所にあったＣ社の工場に異動してからだと思う。」と

供述していること、ⅱ)Ｂ社の事業主であったとするＤ氏についても、申立

期間②には厚生年金保険の加入記録が無く、申立人と同様にＣ社において

厚生年金保険の被保険者資格を取得していることから、申立期間②当時、

Ｃ社は、分工場で勤務していた者については、厚生年金保険に加入させる

取扱いは行っていなかった可能性がうかがわれることなどから、既に当委

員会の決定に基づき、平成 22年 11月 11日付けで年金記録の訂正は必要で

ないとする通知が行われている。 

４回目の申立てにおいて、申立人は、平成 22年 11月 11日付けの通知文

の内容の一部が事実と異なるとして申立てを行ったが、通知内容に誤りは

無く、委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情は見当たらないと

して、既に当委員会の決定に基づき、23 年 11 月４日付けで年金記録の訂

正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、「Ｃ社から給与の支払を受け、厚生年金保険料

も控除されていたはずである。」と申し立てているが、申立人から新たな

資料の提出は無く、従来の主張を繰り返しているのみで、委員会のこれま

での決定を変更すべき新たな事情とは認めることができない。 

３ このほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者

として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めるこ

とはできない。 



                    

  

広島厚生年金 事案 2706（事案 1493、1982、2315の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 30年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 56年８月４日から 57年１月３日まで 

前回の申立てに係る第三者委員会の通知を受け取ったが、委員会の判断

の理由として記載されている同僚の供述は、社会保険の加入手続の遅れを

証言しているだけで、給与から厚生年金保険料を控除していないとは証言

していない。 

また、申立事業所の承継事業所は、「厚生年金保険の加入について、私

を他の社員と区別していたかもしれない。」と回答しているが、事業所が

このような判断をしていることに納得できない。 

領収書等の物的証拠は持っていないが、厚生年金保険料が給与から控除

されていたから健康保険証を早くもらいたいと催促していたのだから、事

業所は保険料を控除しており、社会保険への加入事務が遅れただけだと思

われる。 

私の申立てが認められないことに納得できないので、再度審議をしてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間については、申立人が申立事業所に勤務していたことは確認で

きるものの、ⅰ）申立事業所の承継事業所が保管する「健康保険厚生年金

保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書」及び「健康保険厚生

年金保険被保険者資格喪失確認通知書」により、申立人は、申立期間にお

いて厚生年金保険被保険者ではなかったことが確認できること、ⅱ）申立

人は、健康保険証をもらったのは、翌年(昭和 57 年１月)になってからだっ

たと供述しているところ、同僚は、「事務担当者が申立人の健康保険の加

入手続を忘れていたようで、申立人の加入時期は、入社後しばらくしてか



                    

 

らになったことは覚えている。」と供述していること、ⅲ）申立事業所の

承継事業所は、「社会保険に加入していない社員の給与から保険料を控除

することはあり得ない。申立人は、事務処理のコンピューター化のために

初めて採用した社員で、コンピューター関係の業務量や採算性を考慮しな

がら、様子を見ていた可能性があり、事務の補助業務を行っていた社員と

は社会保険の加入について、区別していたかも知れない。」と回答してお

り、厚生年金保険の加入について他の社員とは異なる取扱いをしていた可

能性がうかがえることなどから、既に当委員会の決定に基づき、平成 22 年

８月５日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

２ 申立期間に係る２回目の申立てについて、申立人は、厚生年金保険料が

給与から控除されていたことを示す新たな資料は無いが、同僚の供述内容
ぴょう

は申立事業所と利害関係がある者であれば信 憑性には疑義があること、及

び申立事業所の回答内容からみて、申立事業所が届出を忘れていたという

可能性が高いことから、保険料が申立人の給与から控除されていなかった

という明確な供述が無い以上、申立ては認められるべきであるとして再申

立てを行っている。 

しかしながら、申立事業所の承継事業所が保管する「健康保険厚生年金

保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書」及び「健康保険厚生

年金保険被保険者資格喪失確認通知書」により、申立期間において申立人

は厚生年金保険被保険者ではなかったことが確認できるところ、申立人は

健康保険証をもらったのは、申立期間直後の昭和 57 年１月であったと供述

しているが、申立事業所の承継事業所の回答及び申立事業所とは利害関係

が無いとする同僚の供述から、保険料が給与から控除されていなかったこ

とをうかがわせる周辺事情が存在する一方で、申立人は保険料を給与から

控除されていたと主張するのみで、保険料が給与から控除されていたこと

をうかがわせる周辺事情は見当たらないことから、既に当委員会の決定に

基づき、平成 23 年４月７日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知

が行われている。 

３ 申立期間に係る３回目の申立てについて、申立人は、申立事業所の承継

事業所の回答及び同僚の供述については社会通念として認められているが、

「申立期間において、保険料は給与から引かれているのに保険証は無かっ

た。」という主張及び申立人は昭和 56 年８月から法律上厚生年金保険に加

入すべき状況であったことが周辺事情として認められていないことに納得

できないとして、再申立てを行っている。 

しかしながら、申立人が提出した申立事業所の当時の就業規則等から、

申立人は、申立期間当時、厚生年金保険料は給与から控除されるべき状況

にあったことはうかがえるものの、これらの資料からは、申立人が厚生年

金保険料を給与から控除されていた時期や保険料額等は具体的に確認でき

 



                    

  

ない上、申立人は保険料を給与から控除されていたと主張するのみで、保

険料が給与から控除されていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらな

いことから、既に当委員会の決定に基づき、平成 23 年 12 月１日付けで年

金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

４ 今回、申立人は、ⅰ）通知文に記述されている『申立人が申立期間の厚

生年金保険料を控除されていたかどうかまでは覚えていないが、事務担当

者が申立人の健康保険の加入手続を忘れていたようで、申立人の加入時期

は、入社後しばらくしてからになったことは覚えている。』という同僚の

供述は、手続の遅れを証言しているだけで、厚生年金保険料を給与から控

除していなかったとは証言していない、ⅱ）通知文に記述されている『申

立事業所の承継事業所は、「社会保険に加入していない社員の給与から保

険料を控除することはあり得ない。申立人は、事務処理のコンピューター

化のために初めて採用した社員で、コンピューター関係の業務量や採算性

を考慮しながら、様子を見ていた可能性があり、事務の補助業務を行って

いた社員とは社会保険の加入について、区別していたかも知れない。」と

回答しており、厚生年金保険の加入について他の社員とは異なる取扱いを

していた可能性がうかがえる。』に関して、事業所が採算ベースにあるか

どうかで、社員から厚生年金保険料を控除するかどうかを判断してよいの

か、ⅲ）私は、社会保険料が給与から控除されていたことから、会社に健

康保険証を早くもらえるように催促をしており、事業主が税金、保険料を

後日徴収すれば、税務上、社会保険料上、困難を来すことから、誤ってい

たことを知っていながら、申立期間に保険料を差し引き、単に加入事務を

忘れていたと思われる、と主張して再申立てを行っている。 

しかしながら、申立人の当該主張のみでは、委員会のこれまでの決定を

変更すべき新たな事情とは認めることはできない上、今回、申立人からは

保険料が給与から控除されていたことを示す新たな資料や周辺事情に関す

る供述は無く、そのほか委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情

は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。 




